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なぜ日本で労働者派遣法の 

         規制緩和が進んだか 

1990 年代、日韓の政府と経営者は積極的に労働市場

の自由化を進めようとしたのに対し、労働組合はこれ

を阻止しようとした。 

日本においては、連合が圧倒的な勢力を持ち、各種

の審議会に労働者代表として参加している。一方、韓

国においては、1995 年に民主労総が生まれ、それまで

の韓国労総に対し、労働運動の主導権を握り、政府へ

の影響力も増してきた。 

90 年代末の労働者派遣法への対応において、インサ

イダー戦略を採った連合は、政府の原案の大筋を変え

ることはできなかった。アウトサイダー戦略を採った

民主労総は政府原案を相当に後退させた。  

だれでも参加できます 
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10 月17 日（金）  １８：30～20：30 

これからの企画 

    

◆◆◆◆秋のセミナー秋のセミナー秋のセミナー秋のセミナー    

・日時…11 月 16 日（日） 

    13：30～ 

・会場…静岡県評会議室 

 

◆◆◆◆第第第第 98989898 回定例研究会回定例研究会回定例研究会回定例研究会    

・日時…12 月 19 日（金） 

18:30～ 

・会場…静岡県評会議室 

 

会場：会場：会場：会場：静岡県評会議室静岡県評会議室静岡県評会議室静岡県評会議室    

 


